
 

（様式１－３） 

郡山市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成２４年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ２ 事業名 大槻町八坦地区造成宅地滑動崩落緊急対策事業 事業番号 Ｄ－１４－１ 

交付団体 市 事業実施主体（直接/間接） 直接 

総交付対象事業費 18,415（千円） 全体事業費 18,415（千円） 

事業概要 

 東日本大震災により被災した民間開発団地内の擁壁を補修することにより、市道の保全を図るとともに、

周辺住民の安心・安全な生活を確保するため、滑動崩落緊急対策工事を実施する。 

 

【郡山市復興基本方針】 

 Ⅱ市民生活の再生 （２）都市基盤の復旧 

 

当面の事業概要 

＜平成 24 年度＞ 

測量・設計、法面工事 

 

 

東日本大震災の被害との関係 

 東日本大震災により震度６弱を記録し、当該住宅地においては、コンクリートブロック積擁壁が損傷し、

盛土面に建築した住宅にも傾きや宅地内の亀裂等が発生し、住民が安全・安心に居住することが困難な状

態である。 

 

被害状況 

 全 壊 家 屋： ６軒（うち２軒は取り壊し済み） 

 一部損壊家屋：１２軒 

 合計家屋数：１８軒 

関連する災害復旧事業の概要 

 擁壁の一部については、公共土木施設災害復旧工事費国庫負担法を活用した復旧工事で対応済み。 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 



 

（様式１－３） 

郡山市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成２４年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ３ 事業名 桜木一丁目地区造成宅地滑動崩落緊急対策事業 事業番号 Ｄ－１４－２ 

交付団体 市 事業実施主体（直接/間接） 直接 

総交付対象事業費 14,060（千円） 全体事業費 14,060（千円） 

事業概要 

 東日本大震災により被災した民間開発団地内の擁壁を補修することにより、市道の保全を図るとともに、

周辺住民の安心・安全な生活を確保するため、滑動崩落緊急対策工事を実施する。 

 

【郡山市復興基本方針】 

 Ⅱ市民生活の再生 （２）都市基盤の復旧 

 

当面の事業概要 

＜平成 24 年度＞ 

測量・設計、法面工事 

 

 

東日本大震災の被害との関係 

 東日本大震災により震度６弱を記録し、当該住宅地においては、コンクリートブロック積擁壁が損傷し、

それに伴い、法定外道路法面が崩落し機能が損なわれた。 

 また、法面上部にある住宅への二次災害が懸念される状態である。 

 

 

被害状況 

 全 壊 家 屋： １軒 

 一部損壊家屋：１６軒 

 合計家屋数：１７軒 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


